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 オバマケアの執行過程をめぐる政治的争い 
 ―世論の動向に注目して―1） 
 山　岸　敬　和 
 はじめに 
 　患者保護および医療費適正化法（通称オバマケア）は 2010年 3月に成立した。オバマは法案に
署名する際にこのように述べた。「今日，およそ百年にわたる試みの後，今日，1年にも及ぶ討論
の後，今日，すべての票が投じられた後，とうとう医療保険改革がアメリカ合衆国で法律となっ
た。……我々がこの改革を成立させることができたという事実は，アメリカ人の継続の証，そして
アメリカ人の特徴の証だと思う。皆さんはこの目的を支持し，そのために結集し，組織化し，そし
てこの国を愛する人々は変化を起こすことができるということを信じてくれた［Obama and Biden 
2010］」とその成果を強調した。 
 　1980年代以降，医療保険を持たない人々の増加は少しずつ政治問題化していった。1990年代に
はビル・クリントンが医療制度改革を選挙公約の一つに位置付け，そして当選後にヒラリー・クリ
ントンを座長にしたタスクフォースを立ち上げ，改革案成立のために積極的に働きかけた。その動
きは結実しなかったが，2000年代に入ると，無保険者の悲惨な状況がメディアでも大きく伝えら
れることが多くなった。その社会的動向を受けて，バラク・オバマは選挙中から医療制度改革の必
要性を訴えた。そして政権発足後も継続して，成立のために議会との調整を行い，政権発足後約一
年かけて法案成立にまでこぎつけた。アメリカに皆保険を実現させようとする動きは二〇世紀初頭
から存在していたため，オバマケアの成立は「百年に一度の改革」などと呼ばれた。 
 　オバマケア成立まで，無保険者の多くは個人で保険に加入していなければならない人々であった。
規模が大きな企業で働く労働者は，大抵は雇用主から提供される保険プランに加入する。日本でも
大企業ごとに組合が存在する組合管掌保険に加入する労働者は，比較的若く，健康リスクも低いこ
とが知られている。アメリカで雇用主提供保険に加入している人々はそれに類似している。他方，
雇用主から保険が提供されない，中小企業の労働者や自営業者などは，日本では協会けんぽや国民
健康保険に加入している層だが，アメリカでは個人で民間保険に加入しないとならない状態であっ
た。この医療制度改革は，アメリカを他の先進国のように医療皆保険に大きく近づかせるためのも
1） 本論文は，拙著『アメリカ医療制度の政治史』（名古屋大学出版会，2014年）に加え，国際問題研究所，医療経
済研究機構，東京財団，笹川平和財団のウェブサイトや報告書のために執筆したものを基にして加筆・再構成した
ものである。
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のであった。 
 　オバマケアには，二つの核となるものがある。一つは，個人で保険に加入しないといけない層の
ために医療保険取引所が作られ，そこで保険を購入するためにタックスクレジットという名の補助
金が支給されるという仕組みである。もう一つは，このような仕組みを用意しても加入できない層
を想定して，貧困者への医療扶助プログラムであるメディケイドの所得上限をそれまでの基準より
133％引き上げるというものである。これらによって，個人で保険に加入する人々が無保険状態に
陥らないためのセーフティネットを作ったというのがオバマケアの主旨である。 
 　2018年 3月にはオバマケア成立 8周年記念を迎える。しかし，これをめぐる政治的争いが収束
に向かう様相は見せていない。皆保険が「当たり前」に捉える日本人から見ると，なぜアメリカ人
がオバマケアに反対しているのかについて理解できない部分が多いだろう。本論文では，オバマケ
アに関係する世論を多角的に分析することで，オバマケアをめぐる政治状況がここまで熱を帯び，
混迷の様相を呈しているのかを論じる。 
 　本論文は，政策発展研究に寄与するものである。歴史的制度論では，新たな政策が形成されると，
それに関わる政治アクターは，その政策枠組みに適応しようとし，その中でできるだけ利益を得よ
うと思考・行動する。そして，受益者はしばしば強力な利益団体を形成し，政策の拡充を後押しす
る。その結果，新たな政策は，その政策の合理性や，それが時代の流れに適合した政策かなどは，
問われずに定着していく。これを経路依存性という2）。 
 　このような分析枠組みでオバマケアの執行過程を考えると，オバマケアが成立してから約 7年，
そして本格施行から約 3年の現在，世論についても少しずつ好意的になってきているという仮説が
見いだせる。現在までのオバマケアに対する世論の変化は，経路依存性を生み出していると言える
だろうか。オバマケアについての世論調査は数多くあるが，オバマケアとは直接関係の世論調査に
も触れながら，さらにそれを政策執行過程の流れと関連付けながら論じようとするものはあまりな
い。さらに本論文は 2017年末の重要な動きを受けての分析という意味でも貢献できるものである
と考える。 
 　以下にまず，オバマケアが成立した後に，どのような政治的出来事が起き，それぞれどのような
意味を持ったのかについて述べる。そしてその後，オバマケアそのもの，アメリカ政治全体などに
係る世論調査を示しながら，オバマケアに対するアメリカ市民の姿勢の複雑さについて明らかにす
る。最後に，このような世論の動向を受け，今後オバマケア，より広くはアメリカの社会政策がど
のような方向性に向かっていくのかについて論じる。 
 1．オバマケアの成立後の政治過程 
 　オバマケアは 2010年 3月に成立した。バラク・オバマは 2008年大統領選挙の選挙戦から医療制
度改革を重要公約の一つして掲げ，当選後には法案成立に向けて速やかに動き出した。オバマ大統
領が行ったことは，1990年代にクリントン政権が行おうとして失敗した経験から学んでいた。ま
2） 歴史的制度論については以下を参照。James G. March and Johan P. Olsen, “The New Institutionalism: Organizational 
Factors in Political Life,”  The American Political Science Review , vol. 78, issue 3 (September 1984): 734 ― 49; ポール・ピ
アソン，粕谷祐子監訳『ポリティクス・イン・タイム―歴史・制度・社会分析』（勁草書房，2010年）。
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ずは，ホワイトハウス主導で法案形成をするのではなく，議会主導でそれを行わせた。クリントン
政権では，当時のファーストレディーであったヒラリー・クリントンをホワイトハウス内のタスク
フォースの座長に据えて，秘密主義で法案形成を行ったことに批判が集まったからである。次に，
理念を優先させずに，法案が議会を通過することに主眼を置いたことである。クリントン政権の時
には，法案が複雑であり，市民の多くは改革案を理解できず，さらに脅威として受け止めた3）。 
 　その結果，法案の内容は 2006年に共和党のミット・ロムニー州知事がマサチューセッツ州で成
立させた改革案を基にした，クリントン政権が目指したものと比べると穏健なものになった。法案
の内容が穏健になったことで，民主党内ではリベラル派から財政や社会的な争点で保守的な態度を
とる議員まで幅広い支持を取り付けた。しかし決定過程で特徴的だったのは，共和党議員が全員反
対票を投じたことである。アメリカでは，これまで大規模な改革の時には，ある程度の超党派の投
票行動が見られた［Social Security Administration 2013］。しかし，オバマケアは違った。 
 1.1　2010 年の中間選挙 
 　オバマケアが成立してから約 7か月後の 2010年 11月には議会中間選挙（下院では全議席が改選：
上院では 3分の 1の議席が改選）が行われた。中間選挙はもともと政権党が議席を減らすと言われ
ており，政権党でもある民主党がそのような逆風の中でどのように戦うのかが注目された。他方，
共和党は「Repeal Obamacare（オバマケア廃止）」を大きな旗印にして選挙戦を戦った。 
 　その結果は，民主党の大敗であった。ギャラップ社が 2010年 3月に行った世論調査で，「あなた
が今年の議会選挙での投票行動を決める上で，以下の争点はどの程度重要ですか？」という質問を
した。それに対して，「極めて重要である」という返答が最も多かった争点は，57％の「経済」であっ
たが，「医療」はそれに次いで 49％であった［Jones 2013］。有権者の医療政策に対する問題関心の
高さが表れている。 
 　この選挙では，共和党は下院で前回の選挙から64議席伸ばして242議席を獲得し多数党になった。
共和党の議員数が 240を超えたのは 1946年の選挙以来であった。3分の 1しか改選がない上院で
は多数党になることはできなかったが，前回の 41議席から 6伸ばして 47議席と躍進した。共和党
は議会で勢力を伸ばしただけではなかった。その内部に，政府の役割をより一層抑えようとする
ティーパーティという政治勢力に与する議員が増えたことも重要であった。彼らにとって医療制度
改革を阻止することは最重要課題の一つであると位置付けられ，選挙結果はそれがアメリカ市民に
支持されたと受け止められた。下院少数党院内総務であるジョン・ベイナーは「有権者はオバマケ
アを廃止するための信任を共和党に与えた［CNN 2010］」と発言して，その後の共和党議会でオバ
マケア廃止に向けて取り組むことを誓った。 
 　この中間選挙で，オバマケアの欠陥として共和党が焦点を当てたのは 4つある。第一に，雇用関
係ですでに保険に加入している層への影響である。オバマ大統領は，オバマケアは現在加入してい
る保険に全く影響がないと主張していた［Obama 2009］。保守派はそのようなことはないと反論す
る。医療保険取引所の設立とメディケイドの拡大が始まる 2014年以降は，現在保険に加入できて
3） 当時のメディアの評価は以下を参照。Adam Clymer, Robert Pear, and Robin Toner, “How the Health Care Campaign 
Collapsed: A Special Report,” New York Times, August 29, 1994, http://www.nytimes.com/1994/08/29/us/health-care-
debate-what-went-wrong-health-care-campaign-collapsed-special-report.html?pagewanted=all, accessed on January 28, 
2018.
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いる人々に，保険の内容や価格などの面で影響が出ると主張した4）。 
 　第二に，高齢者が対象のメディケア，貧困者と障がい者が対象のメディケイドへの影響である。
メディケアについては，オバマケアの財源の大きな部分をメディケアの病院関係予算の圧縮から捻
出したことを特に批判した［Turner et al. 2011: 61］。このような削減を行うと，ただでさえメディ
ケアの診療報酬は民間保険よりも低いこともあり，メディケアを扱う医療機関が減少してしまうと
する5）。またオバマケアによって作られる，独立支払い諮問委員会（Independent Payment Advisory 
Board）や責任ある医療組織（Accountable Care Organizations）に対しても共和党は，診療報酬全
体を合理化の名の下に削減し，医療の質の低下を招くもので警戒すべきだとした［Turner et al. 
2011: 62］。 
 　メディケイドの拡大についても，共和党は拡大しても，診療報酬が低いため医療サービスを提供
しようとする医療施設が見つかりにくいという状況は改善されないとする。アメリカ病院協会の調
査では，メディケイドの患者を受け入れている病院は，実際にかかった費用に比べ，メディケイド
の診療報酬の方が低いため損失が出ており，それは2008年には104億ドルもの額にのぼった［Ibid.］。 
 　第三に，オバマケアは経済や国家財政に悪影響を及ぼすと主張した。経済に関しては，50人以
上の従業員を抱える企業への保険提供の義務化が特に問題だとする。これによってこれまで保険を
提供してこなかった雇用主にとっては，大きな負担増である。また，従業員数が 50人未満の企業は，
50人以上にならないように非熟練労働者の作業を機械によって代替しようとする結果，彼らの雇
用の機会は失われると主張する［Ibid.: 64］。国家財政については，連邦政府はこれまでもプログラ
ム予算を少なく見積もってくるのが通例で，オバマケアに関しても会計上の操作を行っているとし，
財政的な影響はオバマ政権が計算するよりも悪いものになるだろうとする［Holtz-Eakin and Smith 
2013; Pipes 2010］。 
 　最後の点は，上記の点に深く関連している。オバマケアは「アメリカ例外主義」に反するという
点である。自由（国家権力からの自由），平等（機会の平等），個人主義，民主主義（人民による政
体）というアメリカ建国の理念からオバマケアは逸脱するものであると共和党を主張する。「社会
主義的医療」という言葉は，20世紀初頭に改革派が労働者を対象とした公的保険を導入しようと
した時に，反対派がそれに対して使った言葉である。全国規模の社会主義政党が存在しないことに
も象徴されているが，アメリカの政治文化は，社会主義と相入れない部分が多い［Starr 1982: 198 ―
 99］。 
 　ジョン・ベイナー下院少数党院内総務は法案成立直前にこのように述べた。「連邦政府によって
管理される医療というものが長年にわたってリベラル派にとって聖杯となってきているのは，それ
がヨーロッパ型の福祉国家を作るための，とてつもなく大きな一歩であることを我々と同じように
リベラル派も分かっているからである。これはアメリカ人がこれまでずっと抵抗してきた道である。
なぜならば，それは我々の国としての気質に適合しないものだからである［Feulner 2010］」。この
4） 例えば、マッキンゼー・アンド・カンパニーのアリサ・ミードは、2014年に保険加入の義務化が始まると 8000
万人から 1億人が，2年のうちに雇用主提供保険の内容を変更せざるを得なくなると予測した。Grace-Marie 
Turner et al.  Why ObamaCare is Wrong for America: How the New Health Care Law Drives up Costs, Puts Government 
in Charge of Your Decisions, and Threatens Your Constitutional Rights (New York: Broadside Books, 2011), 50.
5） アメリカの医療機関は，原則的に扱う医療保険の種類を自らが選択できる。保険会社，保険プランによって，診
療報酬が定められているため，医療機関によって保険を公表している。患者は，加入する保険プランで医療サービ
スを受けることができる機関リストを参考に機関を選択する。
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ようなコメントは，アメリカ以外の国の人々には理解しにくいものであると言える。 
 　共和党は 2010年の中間選挙で以上のような点を中心にオバマケアを攻撃したことで，オバマケ
アへ反対する運動を強め，そしてその後の世論の動向にも影響を及ぼした。 
 1.2　2012 年の連邦最高裁判所による判決 
 　オバマケアの反対派の中には，オバマケア成立前から違憲訴訟を起こす可能性について言及して
いた。法案が成立すると共和党の中に，それに同調する者が増え，これがオバマケア反対を結びつ
ける大きな存在となった。2012年 6月 28日に，最高裁でその判断が下された。 
 　全国独立起業連盟対サベリアス保健福祉省長官（National Federation of Independent Business v. 
Sebelius）判決の争点は二つあった。一つは，オバマケアは個人に保険を購入することを強制し，
それに反する場合にはペナルティの支払いを行う義務があるとしていた点である。原告側は，その
ようなことを行う権限は連邦政府にはないとした。二つ目は，オバマケアは貧困層へのメディケイ
ドを低所得者層にも拡大するとしたが，それを連邦政府が強制的に執行できるとしていた点である。
メディケイドは州政府と連邦政府が共同で運営されることとなっていたため，州政府にその拡大を
強制する権限は連邦政府にはないというのが原告側の訴えである。 
 　結果は，メディケイドの強制拡大については違憲という判決であった。これによって，共和党知
事の州がメディケイドを拡大しないままにし，無保険者の減少が当初の予想よりも進まないためオ
バマ政権にとっては痛手であった。他方，個人加入義務化については合憲であると判断するとされ
た。皆保険に大きく近づけるというオバマケアの目標を守るための仕組み，まさにオバマケアの「本
丸」の部分を守ることができたオバマ政権は安堵した。しかし問題は，合憲判決もジョン・ロバー
ツ首席判事の「政治的判断」であったと見られたことであった。それは，その後のオバマケアをめ
ぐる政治にも影響を及ぼした。 
 　最高裁の判事は 9人。そして，判決当時の構成は，民主党の大統領に任命された判事が 4人，共
和党の大統領に任命された判事が 5人であった。共和党系の判事の中でロナルド・レーガン大統領
に任命されたアンソニー・ケネディ判事は，民主党系の判事と行動を共にすることがあったため，
メディアはケネディ判事の判断に注目していた。 
 　世論は，この判決については違憲判決が出るだろうという予想に傾いていた。ギャラップ社が
2012年 2月に行った調査では，個人加入義務化について，調査対象者の 72％は違憲，20％が合憲
であると答えた。この調査ではさらに，オバマケア全体への支持・不支持に分けた統計も出された。
批判的な者の中では 94％が違憲，4％が合憲という結果であった。ただ好意的な者の中でも，54％
が違憲，38％が合憲という結果であった。オバマケアを支持している者の中でも改革法の合憲性に
ついては疑問を感じている者が多かったのである［Newport et al. 2012］。違憲を主張する共和党の
議論が一般市民に広く浸透した結果であるとも言えるが，アメリカ人全般の憲法に対する保守的な
態度が見える結果だとも言えよう。 
 　9人の判事の判断について，二つの驚きを持って受け止められた。一つは，合憲の判断を下す可
能性があると考えられていたケネディ判事は違憲であるとの立場をとったことである。そしてもう
一つの驚きはロバーツ首席判事が合憲としたことである。 
 　最高裁の判断根拠も注目された。当初，個人保険加入義務化については州際通商条項の枠組みの
中で判断されると思われていたが，そうではなかった。州をまたぐ通商行為に対しては，州ごとに
規制を設けるよりも連邦政府が管理者になった方が，流通に混乱を招かないで済むというというの
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が，合衆国憲法に州際通商条項が定められて連邦政府に規制をする権限が与えられた理由である。
しかし，この枠組みで個人に対して通商行為（保険を購入する）に加わることを強制するようなこ
とはこれまで行ったことがなく，憲法学者の中でもオバマケアについては疑念を呈するものも多
かった。そこで最高裁が持ち出してきた論理は，個人が保険加入を怠った場合に徴収するペナルティ
を「税」として読み替えて，連邦政府は税を徴収する権限はある，としたのである。 
 　ロバーツ判事は判決文の最後にこのように述べた。「憲法の起草者は，権力が限定された連邦政
府を作った。そしてこの最高裁はこれらの限界を適用する義務がある。今日最高裁はそれを行った。
しかし最高裁はオバマ改革の英知について意見を述べるものではない。合衆国憲法の下では，その
判断を下すのは人民であるとされている［U.S. Supreme Court 2011: 59］」。ロバーツ判事は，「オバ
マ改革の英知」という言葉を持ち出すことで，人民による時代に合わせた政策決定に対しては最高
裁も敬意を払うということを示した。しかし，憲法上連邦政府に与えられた権限を逸脱してはなら
ないとし，州際通商条項自体の解釈を拡大するのではなく，連邦政府に与えられた課税権を合憲の
理由として挙げたのである。 
 　個人保険加入義務化は，オバマケアの核となる部分であり，これにもし違憲判決が出されてしま
うと，オバマケアによって保険加入が可能になった人々を混乱に陥れるだけではなく，オバマケア
を前提に動いていた医療保険市場を大きく動揺させ，広くは経済動向にも悪影響を及ぼしていただ
ろう。ロバーツ判事としては，保守的な憲法解釈によって，オバマケアを救ったと言える。 
 　ロバーツは，最高裁について，憲法を厳格に解釈する場であり，政治的な判断をする場ではない
ことを示そうとした。しかし，オバマケア反対派からすると，彼の判断は政治的なもの以外何者で
もなかった。オバマ大統領は「最高裁が合憲の判断を下したおかげで，より安心して人生を送れる
のだ［Obama 2012］」と胸をなでおろしたが，反対派の運動を支えたヘリテージ財団のエド・フル
ナー会長は判決翌日に「最高裁はオバマケアを救うために，それを間違った読み方をして，そして
書き換えたと言えるでしょう［Feulner 2012］」と述べた。 
 1.3　2012 年のオバマの当選 
 　最高裁判決から数ヶ月後に，次なる大きな戦いが待っていた。それは 11月に行われた大統領選
挙である。オバマ大統領にとってみれば，「最高裁の戦い」に勝利したが，それだけではまだ完全
なる信託を受けたとは言えず，この選挙でオバマケアを争点にして勝つことが重要であった。そし
て同時に議会の上下両院の多数をどちらの政党が押さえるのかが注目してされた。 
 　2012年の大統領選挙は，その結果を予想するのが難しかった。2010年の中間選挙では，共和党
が大きく躍進していて，オバマ政権への攻勢を強めていた。オバマ政権は，過去 4年間の成果をア
ピールしたいところであったが，リーマンショックから経済を立ち直らせるための大規模な経済刺
激策もその効果を未だ示すことができない状況であったし，二つ目の成果であるオバマケアもまだ
本格的な施行が 2014年からで成果を誇ることがまだできなかった。 
 　大統領選挙では，医療改革が最も重要な争点の一つになった。2014年 2月に実施されたギャラッ
プ社の調査によると，選挙でオバマケアが「極めて重要」と答えた人は 35％にのぼった。これは，
経済（44％），連邦政府の財政赤字（37％）に次ぐ数字であった［Jones 2012］。既述したように，
オバマケアが経済や財政赤字問題とも密接に関係していることを考えれば，オバマケアの選挙にお
ける存在感は大きなものであった。 
 　オバマ大統領が戦う相手になったのはミット・ロムニー元マサチューセッツ州知事であった。奇
山岸敬和 101
しくも，オバマケアの手本となった州民皆保険を導入した知事と戦うことになったのである。オバ
マは，オバマケアによって提供され始めた予防サービスや，女性に対する避妊のためのピルやその
他の医療サービスなどについての宣伝をしながら，オバマケアの成果について宣伝活動を行った
［Jackson 2012］。 
 　他方，ロムニーは難しい戦いを強いられた。しかし，下院議長だったポール・ライアンを副大統
領候補に選ぶと同時に，オバマケアを廃止するという論調に大きく舵を切った。そして，医療機関
にはそれまで以上の情報開示を求める，それによって保険会社間の競争を強化する，その結果，保
険プランの保険料は低下する，という論理を前面に押し出した。そして，オバマケアのように個人
の所得によって補助額を変えるのではなく，補助額は定額とし，そして個人は既存の保険市場の中
で保険を購入させるとして。これは，2000年代から共和党保守派の中で広まったアイディアであっ
た。ライアンが 2012年 3月に発表した「反映への道（The Path to Prosperity）」と題する予算案の
中で，そのアイディアを具体的な提案として提示しており，それを採用する形をとったのである
［House Budget Committee 2013］6）。 
 　第一回の大統領候補討論会では医療問題が大きな争点となった。オバマが，州民皆保険制度を成
立させたロムニーにどのような攻撃を仕掛け，それに対してロムニーがどのように反論するのかに
注目が集まった。 
 　オバマは「皮肉と言えるのは，このモデルがマサチューセッツでうまく機能したことを我々が見
てきたことである。なぜならば，ロムニー知事が良いことを行ったからである7）」と発言し，ロムニー
のオバマケアへの攻撃を批判した。それに対して，ロムニーは，オバマケアとロムニーケアとは成
立過程が異なることを以下のように強調した。「私が良かったと思うのは，私の州では共和党と民
主党が議論に参加し改革の実現のために協力をしたことである。しかし，あなたが行ったのは，そ
の代わりに共和党から一票も得ることなしに案を押し通したということである」。さらにロムニー
は，州政府が皆保険を実施するのは，連邦政府が同じことをやるのとは全く事情が違うとし，オバ
マケアはアメリカの連邦制の伝統に反するものであると反論した。 
 　CNNが討論会直後に討論会を見ていた人々に行った調査によると，67％が討論会に勝利したの
はロムニーであったと答えた（オバマ（25％））。また，医療問題に関する部分についてはロムニー
が 52％，オバマが 47％であった。さらに関連する経済問題においてはロムニーが 55％でオバマが
43％という結果になった［CNN 2012］。この数字は，オバマ政権のこれまで 4年間の成果に対して
有権者が厳しい判断を示していることが反映されたものだとも言えた。 
 　しかし選挙の結果は，オバマ大統領の再選となった。選挙人数では 538人中 332人（61.7％），
一般得票率では 54％をオバマが獲得した結果は，討論会でのロムニーへの高い評価と比べると意
外にもロムニー票が伸びなかったと受け止められる結果であった。この選挙によって，オバマ大統
領にとって最高裁の戦いに続き二つ目の関門を通過したことになった。 
6） ライアンを含め，2011年 1月に始動した第 122議会において下院を主導した共和党指導部，そして彼らのオバ
マ改革に対する姿勢については以下を参照。吉野孝「連邦下院共和党指導部―組織化，戦略，活動―」，吉野孝，
前嶋和弘共編『オバマ政権と過渡期のアメリカ社会―選挙，政党，制度，メディア，対外援助―』東信堂，2012年。
7） ディベートのやりとりは以下で読むことができる。CNN Political Unit, “Transcript of Wednesday’s Presidential 
Debate,”  CNN Politics , http://www.cnn.com/2012/10/03/politics/debate-transcript/index.html, accessed on October 
4, 2012.
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 　ただ，討論会でのロムニーの健闘にも見られるように，オバマケアの意義と成果についてオバマ
がアメリカ市民に対して明確で説得力がある説明をしているとは言えないことも明らかであった。
本格的な成果を示すためには 2014年 1月から始まる，医療保険取引所とメディケアの拡大を待た
ないといけなかった。 
 1.4　2014 年の本格施行 
 　2012年の最高裁判決と大統領選挙を乗り越えたオバマ政権であったが，共和党の反オバマケア
運動は続いていた。共和党は下院では多数を維持したが，上院では多数党になれなかったため，成
立の見込みはないもののオバマケア廃止法案を何度も提出した。共和党の中でも，オバマケアの撤
廃に執着する保守派に対するアピールという意味合いもあったが，オバマケアに対する世論も未だ
流動的であったこともその背景としてある。 
 　2014年には，オバマケアの核となる個人保険加入義務化（医療保険取引所の設立）とメディケ
イドの拡大が 2014年 1月から開始される予定になっていた。そのために 2013年の秋には，医療保
険取引所で保険を購入するための申し込みが始まった。ここで，連邦政府が運営するウェブサイト
がしばらく機能しないという問題が起こった。共和党は，それを使ってさらにオバマケアへの不信
感を煽った8）。そのようなことを経てどうにか 2014年 1月にオバマケアが本格始動をした。 
 　最高裁の判決によりメディケイドの拡大が各州の判断に任されるようになったため，2015年に
なっても共和党知事の州を中心に約半数の州が未実施という事態になっていたが，それでも，無保
険者の数は 2008年に人口比 15.4％だったのが，2015年には 9.1％に減少した9）。これは歴史的に低
い数字であった。オバマケアの受益者は確実に増加していた。 
 1.5　2016 年のトランプの当選 
 　任期満了によるオバマ大統領の退任は，オバマケアに大きな影響を及ぼす可能性があった。しか
し，選挙序盤はヒラリー・クリントンが当選確実の情勢である見られたため，オバマケアについて
は，廃止論から改善論へ論点が移っていくのではないかとも予想された。しかし選挙結果は，大方
の予想に反して，共和党のドナルド・トランプが当選となった。 
 　トランプは，典型的な共和党候補者からはほど遠い候補者であった。政治家としての経験は全く
持たないばかりか，妊娠中絶問題については民主党のように女性の選択の権利を支持する姿勢を示
したこともあり，またウォールストリートの金融業界に対して公然と批判したりもした10）。彼は，
8） 保守派によるウェブサイト問題の扱い方の例として以下を参照。Avik Roy, “Obamacare’s Website is Crashing 
Because It Doesn’t Want You to Know How Costly Its Plans Are,” Forbes, October 14, 2013, https://www.forbes.com/
sites/theapothecary/2013/10/14/obamacares-website-is-crashing-because-it-doesnt-want-you-to-know-health-plans-
true-costs/#3491c5837a5f, accessed on February 16, 2018.
9） 2018年 1月 16日現在で未拡大の州は 18となっている。詳しくは以下を参照。Kaiser Family Foundation, Status 
of State Action on the Medicaid Expansion Decision, https://www.kff.org/health-reform/state-indicator/state-activity-
around-expanding-medicaid-under-the-affordable-care-act/?activeTab=map&currentTimeframe=0&selectedDistributio
ns=current-status-of-medicaid-expansion-decision&sortModel=%7B%22colId%22: %22Location%22,%22sort%22: 
%22asc%22%7D, accessed on February 25, 2018.
10） トランプの「保守性」についての議論は以下を参照。Nick Gass, “Trump defends himself: I’m a conservative,” 
https://www.politico.com/story/2015/08/donald-trump-im-a-conservative-jeb-bush ― 121554, accessed on February 25, 2018.
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それまで共和党への忠誠心が強くなかった層や，民主党の政策に対して批判的な層を取り込んで
いった。 
 　トランプの勝利をもたらした重要な要因は，「ラストベルト」と呼ばれる低迷している工業地帯
の白人労働者がトランプ支持に回ったことであると言われている。彼らは，本来労働者になってく
れるはずの民主党に見放されてしまっていると感じていた。民主党は，積極的に移民受け入れを進
めており，不法移民についても寛容な姿勢をとっていた。しかしその影で白人労働者は，雇用のパ
イを移民に奪われたと感じていた。そしてオバマ政権が進めようとしていた TPPも，その雇用の
パイをさらに縮小させるものとして受け止められた。 
 　このように白人労働者を取り込む戦略の中で，オバマケアに対する姿勢は当初微妙であった。彼
は過去にカナダ型のシングルペイヤー制度をアメリカも採用すべきであると言うなどしていてと，
他の共和党候補者からはリベラル色が強いと批判されていた［Kamisar 2018］。しかし，トランプ
はオバマケアを批判することが選挙で勝つことにプラスになると判断し，選挙戦途中でオバマケア
破棄の態度を明確にした。 
 　選挙戦も終盤にかかった頃，エトナやユナイテッド・ヘルスケアなど大手民間保険会社が医療保
険取引所から大幅に撤退する可能性が高いことを表明した。それらの保険会社は医療保険取引所を
実際に使用する人々に想定していたよりも健康リスクが高い者が多く利益が少なかったことを撤退
の理由として挙げている［Galewitz 2016; Pear 2016］。 
 　選挙日直前の 10月末には，それは 2017年の連邦政府が運営する医療保険取引所に提示されるプ
ランの保険料が引き上げられるというニュースが流れた。平均 25％程度の上昇が予想された。医
療保険取引所で引き続き保険プランを提供すると決断した企業なども利益を確保するために保険料
を引き上げざるを得ない状況になっていたのである［Alonso-Zaldivar 2016］。 
 　これらのニュースは，オバマケアの核となる医療保険取引所が行き詰まっていることを示した。
この仕組みがうまく機能しないと個人保険加入義務化も維持する正当性がなくなる。クリントン陣
営としてはオバマケアが導入されていなかった場合と比べると状況は良いはずだと主張し，また状
況を改善するために連邦政府の規制をより強化して保険料を抑制すべきであると唱えてきた。他方
トランプ氏は，オバマケアを破棄し，市場原理を強めることによって保険料は抑えられるはずだと
いうこれまでの共和党の主張を強めた。トランプの主張は，共和党の保守派に歓迎されるだけでな
く，本来民主党を支持するような白人労働者の多くにも魅力的に映った。 
 　本来オバマケアのようなセーフティネットの拡充を支持するはずの白人労働者が，トランプのこ
のような態度を支持する背景には，トランプが使った人種差別と受け取られる反移民の主張があっ
たからだとしばしば考えられる。しかし，オバマケア成立後も，アメリカ市民の中に根強く続いた
オバマケア全体に対する不信感がトランプ勝利の背景にあったのだということも見過ごすことはで
きないだろう。 
 1.6　2017 年 12月の税制改革 
 　トランプ当選後に固めた医療政策分野の布陣を見ても，オバマケア廃止の動きを継続する姿勢が
現れていた。その中心にいたのが，保健福祉長官に指名されたトム・プラス（前ジョージア州選出
下院議員）である。整形外科医としての経験を持つ彼は，オバマケアが審議されている時期から，
代替案を示してきた。彼はオバマケア廃止に執念を燃やしてきたこともあり，彼を指名することで，
トランプ政権の反オバマケアの姿勢を明確に打ち出す形となった［Cunningham 2016］。 
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 　就任式当日にトランプ大統領は反オバマケアの姿勢を再確認するような行動に出た。就任演説を
連邦議会議事堂で行った後，晩餐会に移動する途中，ホワイトハウスに立ち寄って，そこでオバマ
ケアに関する大統領令に署名したのである。大統領令というのは，議会が執行府に与えている裁量
の範囲内で変更を加えることを命じるものである。この大統領令では具体的にどのような変化をも
たらすのかは明らかにしなかったが，個人への保険加入の義務化（以下，個人義務化）から免除さ
れるための審査の判断基準などが大幅に緩和されるなど予想された［Levey 2017］。トランプはこ
れによってオバマケアを廃止することはできなかったが，反オバマケアの象徴的な行動となった。 
 　2017年 7月，議会共和党は予算調整法によるオバマケアの廃止を目指した。これはオバマ政権
下でも試みがなされたものであった。通常，下院では過半数の票で法案は通過するが，上院では
60議席ないと反対派の議事妨害行為を終わらせることができないため事実上法案は通過しない。
しかし，予算調整法案という形をとると上院でも可能となる。 
 　予算調整法は，文字通り予算に関わることしか変更できない。しかしオバマケアの核となるプログ
ラムを廃止するためには，これで十分である。なぜならば，個人加入義務化のためのペナルティや
個人が支払う保険料に対する政府の補助金などは予算に関わることであるからである。この時点で，
上院における共和党は 52議席を占めており，たとえ 2人の造反議員がいても成立する状況であった。 
 　しかし，7月 25日に採決が行われた法案では，賛成票は 43しか得られなかった。よりリベラル
な州から選出されている共和党議員が反対した。そして，内容的により穏健なものに修正したもの
が翌日に再度審議されたが，2票上積みしただけで否決された。そして 28日に，さらに内容を修
正したものにして再度投票された。共和党保守派にとってはかなり妥協をした内容になっていたが，
それでも 49票しか集められなかった。スーザン・コリンス（メイン州）とリサ・ムルコウスキ （ーア
ラスカ州）の反対は想定の範囲内であったが，共和党の重鎮であり，さらに病気をおして投票に加
わったジョン・マケイン（アリゾナ州）が反対に回ったのは驚きを持って受け止められた。 
 　これで共和党のオバマケア廃止の動きは頓挫するように見えた。しかし，2017年末にかけて行
われた税制改革で再び注目されることとなった。税制改革と抱き合わせとすることと，医療保険取
引所を安定させることを 2018年から始まる議会で審議することを条件に提示することで，コリン
スなどの反対派も個人義務化の廃止に賛成をした。ここに，オバマケアの核となる部分である個人
義務化が廃止された［Abutaleb 2017］。しかし 2018年のための医療保険取引所における保険購入の
申請は終わっているタイミングで行われたもので，この廃止の影響が 2018年半ばならないと分か
らない。 
 2．オバマケアをめぐる世論 
 　オバマケア成立後，以上のような出来事が起きた。その中で，オバマケアは 2017年に本格始動し，
経済や，利益団体，その他一般市民の生活に影響を及ぼし出した。共和党は，オバマケアの廃止を
スローガンとして 7年にわたり使い続ける。しかし共和党は，財政調整法という形で廃止するとい
う絶好の機会にはまとまりきれずに失敗する。税制改革の一部として，個人加入義務化を廃止する
ことができたが，共和党がこれ以上の立法を実現させることができるかは不透明である。 
 　以下では，世論の変化というものに焦点を当てながら，このようなオバマケア成立後の共和党の
微妙な立ち位置について，そして民主党の難しい立場について理解するための一助としたい。 
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 2.1　支持・不支持 
 　オバマケア成立後，その支持・不支持率は拮抗していた（図 1を参照）。これを見ると 2010年
11月の中間選挙で共和党が勝利したのは，オバマケア廃止を旗印にしたからであるとする議論は
単純すぎるのではないかと考えられる。2012年の最高裁の判決や大統領選挙の時期にもこの状況
はあまり変わらなかった。 
 　2013年春になると，不支持が上昇を始める。これは本格施行が始まるのを前にして共和党が反
オバマケアのキャンペーンを強化していったことが要因として挙げられる。そして 2015年から
2016年まではほぼ一貫して不支持率が支持率を上回っている。トランプが反オバマケアの姿勢を
明確に打ち出した背景がここに見られる。 
 　しかし興味深いのは，2016年末を境にして，支持率が上昇を始めたことである。オバマケアに
よる受益者が増加すると同時に，トランプ政権によってオバマケア廃止の可能性が高まる中で，よ
りオバマケアを守ろうとする人々が増えたということだろうか。この世論の変化は，共和党内のオ
バマケア批判のトーンを低下させるのか，それと同時に民主党の攻勢を後押しするのか，両政党の
中でどのような戦略で進むべきかについての議論はまだまとまっていないようだ。 
図 1：オバマケアに対する支持率
出典： Kaiser Family Foundation, “Kaiser Health Tracking Poll: The Public’s Views on the ACA,” January 26, 2018 
<https://www.kff.org/interactive/kaiser-health-tracking-poll-the-publics-views-on-the-aca/#?response=Favorable--
Unfavorable&aRange=twoYear> accessed on February, 2018.
 2.2　党派別支持率 
 　グループを二つに分けて，意見の差が最も出るものの一つは党派であろう。オバマケアは既述の
通り，共和党から一票も造反が出ずに成立した。党派的な投票行動は，特に近年多くなってきたが，
これまでの主要な社会政策が成立する時には，超党派の動きが程度の差こそあれ見られた。それが，
オバマケアの時には見られなかったのは特徴的であった。 
 　「オバマケア」という言葉は，反対派の造語であった。医療改革を民主党単独で成立させたこと，
そしてその後に起こると予想される問題などをすべてオバマ大統領の責任にすべく作り出されたも
のであった。他方，オバマも 2012年の最高裁で判決が出たあたりから，自らこの言葉を使い出し
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た11）。 
 　このような文脈もあり，図 2にあるように，共和党支持者の支持率は法案成立直後から現在まで
一貫して 10％～ 20％と低い。最近になって，2016年の時よりも数％上振れしているが，それでも
上昇傾向に入っているとは言い難い。 
 　他方，成立直後には民主党支持者の 78％がオバマケアを支持していた。民主党支持者の中の支
持率はここから 2012年の最高裁の判決に向かって低下傾向となる。そして 2012年 11月の大統領
選挙以降は上昇傾向に転じる。2018年 1月には，法案成立直後の数字まで戻っている。 
 　注目は無党派層である。このグループのオバマケアに対する支持率は 36％から始まった。それが，
2014年末頃から上昇傾向になり，一時は 58％までになった。どちらかと言えば，共和党よりも民
主党の支持率に近づきつつあると良いだろう。 
図 2：党派別のオバマケア支持率
出典： Kaiser Family Foundation, “Kaiser Health Tracking Poll: The Public’s Views on the ACA,” https://www.
kf f.org/interactive/kaiser-health-tracking-poll-the-publics-views-on-the-aca/#?response=Favorable--
Unfavorable&group=Party%2520ID: :  Democrat: :  Independent: :  Republican&label&rMin=1483228800000, 
acccessed on December 5, 2018.
 2.3　政党支持率 
 　ここで問題となるのが，そもそも有権者の中の政党アイデンティティがどのように変化してきて
いるのかということである。共和・民主党の支持層は拡大しているのか，また無党派層はどうなの
か，それによって政党の戦略も変わる。 
 　図 6に見られるように，ジョージ・W・ブッシュ政権中期までは共和党の支持が民主党の支持を
上回る時期もあった，1980年代のロナルド・レーガン大統領から本格的に始まったアメリカ政治
11） 選挙キャンペーン中に使用している例は以下を参照。Barack Obama, “Remarks by the President at Campaign 
Event―Denver Colorado,” The White House, August 8, 2012, http://www.whitehouse.gov/the-press-
office/2012/08/08/remarks-president-campaign-event-denver-co, accessed on September 1, 2012.
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の保守化が続いている様子が窺われる。 
 　しかし，共和党の支持率は 2006年に入ると共和党は長期的な低迷の時期に入る。そしてオバマ
政権が発足した 2008年頃を前後して民主党の支持が上昇し，新しい民主党の時代がやってきたか
のように受け取られることもあった。しかし，その民主党も 2010年に入るようになると低下傾向
を見せ始め，そしてオバマ政権に決めの 2013年になるとそれが顕著になってくる。そして，共和
党の支持率に近づいてくる。 
 　そこで注目されるのが，無党派層の増加である。2004年の時点では共和党支持，民主党支持，
無党派層は 3分の 1程度ずつであった。しかし今や各政党の支持が 30％以下に低迷することも多く，
無党派層が 45％に達成する時期も出てきた。各政党は，自らの地盤に配慮しながらも，無党派層
の支持を獲得するための戦略を迫られることになるが，オバマケアに対してどのようなポジション
をとれば，無党派層からどのような反応が得られるのかについての判断は容易ではないだろう。 
図 3：政党アイデンティティの変化
出典： Gallup, “Party Affiliation,” <http://news.gallup.com/poll/15370/party-affiliation.aspx> accessed on February 16, 
2018.
 2.4　人種別支持率 
 　どの人種グループがオバマケアにどのような態度をとるのかということも共和・民主両党の戦略
に影響を及ぼす（図 3を参照）。まず黒人は近年約 90％が民主党に投票している。2016年にヒラリ ・ー
クリントンは 88％，2012年にオバマは 93％，2008年にオバマは 95％，ジョン・ケリーは 88％の
黒人票を獲得している12）。 
 　次にヒスパニックの票は民主党に流れやすいと言えるが，候補者によって数字が大きく変わって
くる。2016年にクリントンは 65％，2012年にオバマは 71％，2008年にオバマは 67％のヒスパニッ
12） グループ別の投票データは以下に整理してある。Cornell University Rober Center, “Presidential Elections,” 
https://ropercenter.cornell.edu/polls/us-elections/presidential-elections/, accessed on February 20, 2018.
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ク票を得ているが，ヒスパニック移民が多いテキサス州の知事を務めてスペイン語を操るジョージ・
W・ブッシュを相手にしたケリーは 2004年の選挙で 41％を獲得するに止まった。 
 　最後に，白人票であるが，相対的に共和党に傾きやすい。2016年にトランプは 58％，2012年に
ロムニーは 59％，2008年にマケインは 55％，ブッシュは 58％の白人票を獲得した。 
 　人種別のオバマケアに対する支持率の推移を見ると，他のグループと比べると，黒人の支持率が
ほぼ一貫して高い。2018年 1月の調査では支持率が 82％まで高まった。ヒスパニックも次に支持
率が高いグループで，白人と数字が近くなる時期もあったが，特に最近 73％の高い数字を出して
いる。白人グループは，支持率がずっと 50％以下になっている。 
 　ここで政党にとって問題なのは，ヒスパニック票が今後確実に増えるということである。有権者
全体から見たヒスパニック票の割合は 1996年には 5％だったのが 20年後の 2016年には 11％に上
昇した。さらには，2030年までには 16％近くになることが予想されている［Taylor et al. 2018］。
ヒスパニック票を増加させるような政策パッケージを各党は作る必要があるが，民主党は黒人票を，
共和党は白人票をできるだけ失わずに注意する必要がある。 
図 4：人種別の支持率
出典： Kaiser Family Foundation, “Kaiser Health Tracking Poll: The Public’s Views on the ACA,” January 26, 2018 
<https://www.kff.org/interactive/kaiser-health-tracking-poll-the-publics-views-on-the-aca/#?response=Favorable--
Unfavorable&aRange=twoYear> accessed on February, 2018.
 2.5　所得別支持率 
 　所得別に見ると（図 4），年収 9万ドル以上の富裕層の支持率が比較的高いことが分かる。問題は，
富裕層よりも 9万ドル未満のグループの支持率が低いということである。本来は，オバマケアの受
益者となるグループが，負担を強いられているグループよりも支持率が低いというのは，オバマケ
アは富の再分配機能があまり強くないということもあるだろう。しかし，受益者がオバマケアによっ
て劇的に状況が改善したという実感がないとも考えられる。 
 　オバマケアはそれまで個人で保険に加入していた人々をプールし医療保険取引所で保険を購入さ
せる仕組みを提供している。補助金も支給され，保険に加入することは容易になったが，保険の免
責額が高いプランに入らざるを得ない状況に置かれている人々は少なくない。免責額というのは保
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険が適用される前に支払わなければならない費用である。例えば，免責額が 2,000ドルと設定され
ていれば，2,000ドルまでは全額自費で支払う（オバマケアによって指定された予防医療は除く），
それ以降は保険が適用されるようになる。 
 　保険が適用されても，一番価格が安いブロンズプランに加入すると，保険は 40％しか効かない。
またその他にも窓口負担がある場合も多い。1年間の自己負担額はオバマケアの規定によって定め
られており，2017年だと，独身者で 7,350ドル，世帯で 14,700ドルになる。このような状況で，
オバマケアによって保険に加入できたとしても，かなり高い自己負担を強いられるということが起
きる。このようなことが，受益者に当たる層の支持が伸びない背景にあるのではないかと考えられ
る。民主党が受益者の拡大を背景に，一気にオバマケア支持連合を形成して共和党に対抗すること
ができない理由がここにある。 
図 5：所得別の支持率
出典： Kaiser Family Foundation, “Kaiser Health Tracking Poll: The Public’s Views on the ACA,” January 26, 2018 
<https://www.kff.org/interactive/kaiser-health-tracking-poll-the-publics-views-on-the-aca/#?  response=Favorable-
-Unfavorable&aRange=twoYear> accessed on February, 2018.
 2.6　年齢別支持率 
 　年齢別にオバマケアへの支持の割合を見ると（図 6），年齢が若くなるほど支持率が高くなるこ
とが分かる。18～ 29歳のグループについては，オバマケアが 26歳になるまで保護者の保険に加
入することを認める規定を設けているのが支持率を引き上げている一因であると推測される。この
若年層と 65歳以上の高齢者層と比べると，10％程度の差があるため，どの層の票を重視するのか
でオバマケアへの姿勢が変わってくる。 
オバマケアの執行過程をめぐる政治的争い110
 2.7　政府の役割 
 　アメリカ政治に特徴的な重要な点は，アメリカの建国の理念により，アメリカ市民の中に政府権
力に対する警戒心が強い点である。特に 1930年代からは，そのような考えを持つ人々は共和党支
持者となる場合が多い。 
図 7：連邦政府の権力についての世論
出典： Gallup, “Majority in U.S. Say Federal Government Has Too Much Power,” October 5, 2017 <http://news.gallup.
com/poll/220199/majority-say-federal-government-power.aspx> accessed on February 16, 2018.
 　図 7は，2002年以降の有権者の政府権力に対する世論の調査であるが，2004年を境にして，連
邦政府の権力が大きすぎるとする人々が増加傾向に入った。保守化路線に異議を唱える民主党のオ
バマ政権になると多少その数が減少するが，それは長く続かない。2014年からは，少しずつ連邦
図 6：年齢別の支持率
出典： Kaiser Family Foundation, “Kaiser Health Tracking Poll: The Public’s Views on the ACA,” January 26, 2018 
<https://www.kff.org/interactive/kaiser-health-tracking-poll-the-publics-views-on-the-aca/#?response=Favorable--
Unfavorable&aRange=twoYear> accessed on February, 2018.
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政府の権力が適切だとする人々が増えているように見えるが，それがどこまで増加するかは不透明
である。ここに共和党が，オバマケアを連邦政府権力の拡大だと批判し続ける背景があり，民主党
が積極的にオバマケアを改善するために連邦政府の規制強化をすべきだと安易に主張できない理由
がある。 
 2.8　政府の皆保険への責任 
 　広い意味での政府権力についての世論と並べて考えなければならないのは，医療保険に対する政
府の役割という点に絞った世論である（図 8）。「皆保険は連邦政府の責任だと思うか？」という質
問に対して，「はい」と答える人は 2006年を境に低下傾向になる。そして，2011年から 2014年に
かけてその数字は 50％を超える。現在は再び連邦政府が皆保険を保障すべきだとする世論が強く
なってきているが，この数字もどこまで伸びるのかは分からない。この結果を見ても，共和・民主
両党が今後の方針を定めるには難しい状況であることが分かる。 
図 8：連邦政府の皆保険実現に対する役割
出典： Gallup, “Healthcare System,” n/d <http://news.gallup.com/poll/4708/healthcare-system.aspx> accessed on 
February 16, 2018.
 3．世論から見るオバマケアの今後 
 　オバマケアは党派を超えた支持を受けて成立したわけでもなく，成立後も支持を急速に拡大した
わけでもなく，それをめぐる政治的対立は続いていると言える。共和党は，2017年末に個人保険
加入義務化を廃止した後も，オバマケアを完全廃止するという旗印を下ろしていない。他方民主党
は，防戦一方に見える。バーニー・サンダースが主張するようにカナダのようなシングルペイヤー
制を導入すべきだとする声も民主党内で大きくなってきているが，既存の保険業界団体や医療サー
ビス提供団体が反対するのは必至で，大統領候補がこのようなことを主張し，さらに議会がそれを
認めることは考えにくい。 
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 　2018年 11月には中間選挙があり，下院は全議席が改選，上院では 3分の 1が改選となる。カイザー
ファミリー財団による，候補者が議論すべき最重要問題について聞いた2018年1月の世論調査では，
医療が 1位の 29％となった（次いで経済・雇用（27％），移民（24％），北朝鮮（24％），税金・税
制改革（19％）となった）。しかし医療だと答える有権者を党派で分けると，民主党支持者は 39％
である一方で，共和党支持者は 13％しか最重要問題だと答えていない［Kirzinger, Wu, Brodie 
2018］。 
 　さらに本論文で見てきたように，オバマケアを取り巻く世論は入り組んでいる。党派で分裂して
いる一方で，無党派層の意見はオバマケア支持の方に傾いているように見える。その意味ではオバ
マケアは経路依存性を少しずつ生み出していると言える。しかし，その傾向が確実に続くとは言い
切れない。政府権力に対する警戒心も，最近多少薄くなってきているようだが，未だ半数以上の人
は権力が強すぎると答えている。 
 　2017年末に共和党によってなされた個人義務化の撤廃が今後大きく響いてくるかもしれない。
これによって，20，30代で保険に加入しない人が増える可能性は高い。健康リスクが低いグルー
プが医療保険取引所に参加しなければ，そこで提示されるプランの保険料が上がるのは必至である。
もし 2018年に始まる議会で，医療保険取引所の安定化についての議論が進まないと，医療保険取
引所への不信感が増し，それが政府に対する不信感につながってしまう。しかし問題は，「オバマ
ケア」と言いながら，今それを運営しているのはトランプ政権であり，共和党議会だということで
ある。オバマケアの問題が共和党批判に結びついてしまう可能性もある。 
 　政党アイデンティティの変化にも表れているように，現在かなり大きな無党派層が存在している。
1980年から政治の保守化が続いて 40年近く経つ現在，アメリカ政党政治は岐路に立っているのか
もしれない。各政党や各候補者が，これまでの地盤を守ろうとしながら，どのような新しい層をど
の程度獲得しようとするのか，そして政党政治がどのように再編されるのかが今後のオバマケアの
行方を左右するだろう。 
 ＊ 本研究は，2017年度（平成 29年度）南山大学パッヘ研究奨励金 I ― A ― 2，および科学研究費補助
金（26380192，26285030，16K13337（基盤研究））の成果の一部である。 
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 Political Battle over Obamacare’s Implementation Process: 
From the Perspective of Public Opinion 
 Takakazu YAMAGISHI 
 要　　旨 
 　患者保護および医療費適正化法（通称オバマケア）は 2010年 3月に成立した。2018年 3月にはオ
バマケア成立 8周年記念を迎える。しかし，これをめぐる政治的争いが収束に向かう様相は見せてい
ない。本論文は，歴史的制度論の枠組みからオバマケアの執行過程を分析しようとするものである。
歴史的制度論では，新たな政策が形成されると，それに関わる政治アクターは，その政策枠組みに適
応しようとし，その中でできるだけ利益を得ようと思考・行動する。また，受益者はしばしば強力な
利益団体を形成し，政策の拡充を後押しする。その結果，新たな政策は，その政策の合理性や，それ
が時代の流れに適合した政策かなどは，問われずに定着していく。これを経路依存性と言う。本論文
では，オバマケアに関係する世論を多角的に分析することで，オバマケアの執行過程において，一般
市民の認識のレベルで経路依存性がどの程度進んでいるのかを分析する。 
